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１　現状と課題

２　事業目的

３　事業目的を達成するための取組

４　成果指標 （推移の凡例　↗:改善　↘:悪化　→:変化なし　―:数値なし）

５　本事業が貢献する総合５か年計画の施策分野と達成目標

６　事業コスト （単位:千円、人）

1-1① 持続可能な脱炭素社会の創出 温室効果ガス総排出量 千t-CO2

事
業
者

事業実施事業者数 11652 ー↗
省エネルギー設備の更新、再生可能エネルギー設備の導入等に
より、経営改善を図る農業分野の事業者数を、ヒアリング等の見
込みから設定した。

① 138-

達成目標
（☆印が付いているものは主要目標）

☆農業農村総生産額

年／
年度 数値

2022
(R4) 3,719

単位

億円

目標
年／
年度 数値

2027
(R9) 3,700

2027
(R9) 9,633

年／
年度 数値

2024
(R6)

4,346
（県推計値）

直近３か年の状況
年／
年度 数値

2023
(R5) 3,911

事　業　名 エネルギーコスト削減促進事業
部局 農政部 課・室 農業政策課

実施期間 R4 ～

達成
状況

目標値設定理由
R6年度

実績 推移
単位

R4年度 R5年度
No. 指標名

実績 実績 推移

R7年度
目標値

成⾧産業の創出・振興

No.

2-1①

施策分野（施策の総合的展開名）

事業番号 09 01 02 事業改善シート（令和７年度実施事業分） □当初要求　□当初予算案 　■補正予算案　□点検

今般の国際情勢の変化に伴う原油や原材料調達価格の高騰により、農家等の収益構造は悪化している。

既存設備の省エネルギー効果の高い設備への更新や、再生可能エネルギー設備の導入等を支援することで、農家等の収益構造を
改善するとともに、脱炭素社会の実現につなげる。

①省エネルギー設備の更新及び再生可能エネルギー設備の導入等支援
原油・原材料価格の高騰に直面する事業者のエネルギーコストの削減を促進するため、省エネ・再エネ設備の導入等に要する経費を
助成。

E-mail pref.nagano.lg.jpnosei

うち今回補正額
区分

R7年度
R6年度
R5年度

前年度繰越

0
0

300,442

当初予算

0
0
0

予算額

284,522

補正予算等

284,522
0
0

職員数

2.0
0.0
0.9

決算額

0
260,375

うち一般財源
0
0
0

合計
（予算現額）

284,522
0

300,442



細事業を構成する主な取組

エネルギーコスト削減促進事業

実施方法

284,522

284,522

部局 農政部 課・室 農業政策課

令和７年度実施内容（予定）（上段:事業概要、下段:活動によるアウトプット）

農家等の収益構造の改善のため、省エネルギー設備の更新及び再生可能エネル
ギー設備の導入等を支援

138事業者

補助金

R7年度
予算

R6年度
予算現額

R5年度
予算現額

予算現額

事　業　名 エネルギーコスト削減促進事業

事業番号 09 01 02 細事業一覧（令和７年度実施事業分） □当初要求　□当初予算案 　■補正予算案　□点検

1

細事業
No.

細事業名

エネルギーコスト削減促進事業

No.

1

うち今回
補正額

千円

300,442 0

千円 千円


